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1 . はじめに 

本報告では、 特に、 将来社会の構想に 基づく重要研究課題への 戦略的取り組みという 局面に焦点をあ て、 需要側からの 政策 

形成を展開するための 有用なシステムのⅠつとして、 「未来需要ダイアロ 力の検討と提起を 行う。 これは、 ドイツ教育研究 省 

RMRF による Futur プロバラムをモデルに 設計を行い、 筆者らが実施した 社会実験の成果などを 踏まえて改善を 加えたものであ 

る。 

2. 未来需要ダイアロバの 基本的枠組みと 社会実験の概要 

未来需要ダイアロバは、 将来社会における 社会・経済ニーズの 想定を参加型アプローチにより 導き出し、 それらに対する 取り 

組みを、 科学技術を含めて 戦略的に展開しょうとする 一連のシステムであ る。 科学技術を振興し、 その成果で何が 可能になるか 

という従来型の 供給側からの 発想とは大きく 異なるものであ る。 

(1) 未来需要ダイアロバの 基本的枠組み 

将来社会の構想に 基づく重要研究課題への 戦略的取り組みを 行うには、 原理的に言って 、 大きく 3 つの段階を踏む 必要があ り、 

未来需要ダイアロバもこれに 沿って設計されている。 

1. 「将来需要の 形成」段階 

D. 「重要課題の 選定及び取り 組み方策の提起・ 策定」段階 

Ⅲ．「政策化」段階 
将来社会の射程としては、 このシステムの 対象であ る戦略的な RTD イノベーション 政策の性質を 考慮すれば、 中長期のスバ 

ンに設定するほうが 妥当であ ると思われる。 また、 将来需要の推定傾向や 現実性の観点からみた 場合にも、 短期的なものは 現在 

の 延長戦上でとらえられるものであ るため政策的価値がⅡ 心く 、 超長期的なものは 推定が困難であ るため政策の 対象としてとりあ 

げ難い。 Futur プロバラムにおいても、 2020 年の将来社会が 想定されており、 著者らが行った 社会実験においても、 25 午後という 

およそ 1 世代後を想定したものになっている。 

(2) 社会実験の概要 

社会実験の目的は 、 我が国における 未来需要ダイアロバの 実施・定着に 資するよう、 その設計上及び 運用上の含意を 抽出する 

ことであ る。 主に、 参加型で将来社会の 社会，経済ニーズを 形成する 2 回のワークショップと、 それらのニーズをいく っ かの課題 

群 はきとめ、 テーマとして 設定するクラスタリング 作業 ( 第 1 段階 ) 、 及びテーマごとに 設置した 2 つの専門委員会 ( 第 Ⅱ段階 ) か 

ら 構成される。 これは、 上の 1 及びⅡの主要部分にあ たる。 

社会実験では、 議論の対象を「 25 午後の知識社会」とした。 実験の制約上、 Futur のように将来社会の 課題を全面的に 検討する 

のではなく、 テーマの焦点を 絞ることで議論の 発散を防ぐことを 狙いとしている。 また、 将来社会におけるいくつかの 動向の中で 

も「知識社会」への 動きは不可避なものであ り、 参加者に対して 25 年後を考える 上での大まかな 指針と共通枠組みを 提示するこ 

とが可能であ ると考えた。 

3. 未来需要ダイアロバの 設計とプロセス 

以下、 社会実験の検討の 対象であ る 第 1 及び 第 Ⅱ段階の概要についてまとめた。 

l . 「将来需要の 形成」段階 

「将来需要の 形成」段階は、 将来社会における 社会・経済ニーズを 参加型で形成し、 重要課題として 設定する段階であ る。 ここ 

で い う 重要課題とは、 代表的には、 社会の側から 考えた戦略課題であ り、 あ るべき新しい 社会を構想し 直接的に実現を 目指すも 

の 、 未来に予想される 社会的制約や 予兆に対処するもの、 新 い、 社会の到来に 伴 い 発生が予想される 新たな問題に 対処するも 

の 、 などであ る。 
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この段階は、 次の 3 つのサブシステムから 構成される。 特に、 以下の①及び③の 参加者を選定するにあ たっては、 専門分野   

領域の多 十 莉生を確保することを 前提に、 セクターや職業、 年齢層、 憶拐 Ⅱなどの人口統計学的な 多様性にも配慮する 必 、 要があ る。 

選定方法としては、 選定のもととなる 適切なデータベースなどが 存在しないことから、 コノミネーション 法が有用であ る。 これは、 

イギリスの Fores@ てプロバラムやドイツの Fut ℡プロバラムにおいても 用いられた手、 法であ り、 基準を満たす 参加者の候補を 連鎖 

的に推薦、 指名していくものであ る。 こうしてストックされた 参加者の候補から、 事前に明確化された 選定基準に基づき、 実際に 

議論に加わる 参加者の選定を 行 う 。 

の 第 Ⅰ 回 未来需要ワークショップ ( 以下、 第 l 回 WS) 

ここでは、 できるだけ横断的な 発想の出来る 社会各層からの 参加者に対して、 いく っ かの示唆的な 支援情報を与え、 小集団 

に分けて一定のルールのもとで、 創造的な相互討論を 通じて、 将来社会における 多様な社会・ 経済ニーズを 形成していくもので 

あ る。 

参加者は、 職業、 専門分野、 年齢、 ャ甥 りのバランスを 考慮した、 いくつかの へ テロなバループに 分けられる。 ここで使用するカ 

ートブレイン・スト 一ミング (CBS) 法では、 1 グルーブ 5 ～ 8 人が最適規模であ ると言われている。 

CBS 法は、 ブレイン・スト 一ミング (BS) 法 と同様、 その基本的ルールとして、 1) 発言，発案の 一切に対して 批判をしない、 2) アイ 

デア発想は自由奔放なものを 大いに歓迎する、 3) 発言・アイデアの 量は多いほど 良い、 4) 他人の発言・ 発想をヒントにして 自分 

の 考えを付加し、 よりよいものへと 発展させていく、 という「 4 つの現員、 Ⅱ」があ る。 BS 法では、 声の大きい人、 地位の高い人、 積極的 

な人のみの発言が 場を支配しやすいなどの 欠点が指摘されているが、 CBS 法は、 これらの欠点を 効果的に補ったものであ ると 

いうことができる。 

グループの議論を 運営していく 上では、 ファシリテータの 役割が重要であ る。 ファシリテータは、 全体の時間配分、 発言機会の 

公平性の確保、 不測の事態での 臨機応変な対応、 発言内容の整理など、 グループのマネジメントを 行 う 。 

②クラスタリング   

ここでの目的は、 第 l 回 WS の成果をまとめ、 いつくかのテーマにカテゴライズ ( クラスター化 ) することであ る。 こうした lRX 束的 

  思考に基づく 内容の精微化を、 第 1 回 ワ 一久ショップのような 大規小難 ょ 参加プロセスのもとで 行うには莫大な 時間と労力がかかる 

だけではなく、 方法論上困難でもあ る。 このような段階において、 編集スキルをもった 人材が整理を 行いサポートする ( 内容を規 

定するものではなく 素案としてまとめる ) ことの有用性は 今回の社会実験の 経験からも明らかにされている。 

クラスタリングの 手法としては、 付法が挙げられる。 付法は、 収束技法として 優れていると 同時に、 創造性技法でもあ り、 第 1 回 

wS において提出されたニーズを 構造化する作業を 通じて、 新たに発想されたニーズを 付加して、 内容を豊富なものへと 展開し 

ていくことも 可能であ る。 

ここでクラスター 化されたテーマについて、 電子メールなどを 通じてその是非や 修正案など意見の 募集を行 う 。 なお、 Fut ℡に 

おいては、 体系的なクラスタリンバ 手法は開発されていないようであ る。 

今回行った社会実験では、 クラスタリング 終了後に第 2 回 WS の参加予定者 ( 第 1 回とほぼ同じメンバ づ への意向調査 ( 重要 

度、 関心度 ) を行い、 実験の便宜上、 第 2 回 WS でのテーマを 2 つに絞り込んだ。 選択されたテーマは、 「社会の問題解決や 意 

  思 決定の知的支援」と「知が 力を持ち環境が 急変する社会で 豊かに生きられる 学習機能の充実」であ る。 これらのテーマ 名など   

は暫定的な性格のものであ り、 以下のプロセスを 通じて適切な 変更が加えられることを 前提としている。 

③第 2 回未来需要ワークショップ 

当該テーマに 関心と知識を 持っ、 できるだけ横断的な 発想の出来る 

社会各層からの 参加者に対して、 分析や洞察に 基づいた適切な 情報を 

与え、 小集団に分けて 一定のルールのもとで、 創造的な相互吉七令などの 団 熟議を通じて、 テーマに関するニーズをより 深く掘り下げ、 確かで意味の 

あ る重要課題を 絞りだしていくものであ る。 議論の参加者は、 第 l 回 WS 

の メンバーが継続して 参力 Ⅱするが、 一部入れ替わることもあ る。 団 第 2 回 wS の特徴としては、 2 つが 挙げられる。 1 つは 、 熟議された 意 

見を形成するための 分析情報の提示であ る。 提示すべき分析情報の 種   
類 としては、 テーマに関連する 技術予測情報、 未来学者や未来学研究 回 
による洞察的情報、 人口 や エネルギー資源といった 自然的な制約条件、 

図 1 将来需要形成のイメージ 
法制度など社会システムに 関する社会経済的制約条件や 国際的制約条 
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件 、 社会経済的な 動向や政策の 動向、 などであ る。 こうした分析情報は、 第 1 段階だけではなく、 第 Ⅱ段階においても 重要な情 

報源となり ぅ るものであ る。 

も う 1 つの特徴は、 ファシリテータの 機能であ る。 熟慮された意見を 形成するためには、 正当な批判を 相互に行 う ことが重要で 

あ り、 そのことで参加者間にコンフリクトが 生じないよう 配慮する後害 捧 担 う 。 

ちなみに、 Fut ℡では、 第 1 段階終了後、 オンラインによる 投票や技術評価、 省内ワークショップ 等の結果を総合的に 勘案し、 

最終的には教育研究大臣の 決定でテーマ 数の絞込み ( 重要課題候補の 選定 ) を行っている。 

Ⅱ．「重要課題の 選定 及ぴ 取り組み方策の 提起・策定」段階 

第 1 段階で提出された 提案を、 政策や科学技術の 専門家が翻訳をするというプロセスを 経てリードビジョンの 策定を行うのがこ 

のプロセスであ る。 議論は、 委員会方式で 行うことが考えられるが、 そのメンバーは、 科学技術の専門家や 政策の専門家、 有 モ哉 

者などが中心となる。 

リードビジョンの 構成としては、 表 1 のようなものが 考えられる。 この 

表 Ⅰ リードビジョンの 構成 構成にはないが、 Futur で行われたようなシナリオの 作成を行 う 場合、 

                            。 """""' 。 。 ぬ           且 より多くの時間とシナリオ 執筆のための 技能を有する 人材 ( サイェン 
① "" 。 " ス ・ライターや SF 作家等 ) が必要であ ることは言 う までもない。 こうした 
②。 """ 。 
③主な需要 ( 課題実現・問題解決 ) の我が国社会にとっての 意義 シナリオベースの 情報は、 1 段階の発想支援情報としても 有用であ り、 

と 皮下封土 未来需要ダイアロバの 次のサイクルを 行う際に重要な 情報源となりうる。 

笘掻娑鴇 勇男君 竺 の 探と荊 一 % 柑 師からみた 腰 なお、 関連分野の研究会や 分科会を設けたりするなど、 必要知識 や 
⑤取り組み方向 ( 社会、 政策， m 究 開発 ) と 体制、 課題 情報の補完を 適宜行 う ことも有効であ る。 特に、 研究開発の内容に 関 
・⑥関連する 研究開発とその 利用の動向 わる部分ついては、 関連領域のフロンテイアで 活躍する科学技術研究 
⑦研究開発 " 配置 "p 。 """ 。 " 課題、 推進 " 。 課題 """ 

者 ( 社会科学者、 人文科学者を 含む ) や科学技術政策専門家 5 、 らの 情 

報 インプットが 重要であ る。 その際、 ディファイ法に 基づいた技術予測調査などを 併せて行 う などの工夫も 考えられる。 

4, 設計上及び運用上のインプリケーション 一社会実験の 成果を踏まえて 

l . 「将来需要の 形成」段階 

この段階において 特に重要なことは、 参加者の選定と 支援情報の活用であ る。 まず、 参加者を選定するにあ たっては、 前述の 

よ う に、 人口統計学的な 要素にも配慮しつつも、 社会各セクターから 将来需要を豊かにリアリティをもって 発想できる人材の 共同 

作業を基本とする。 従って、 無作為抽出法はとらないが、 あ る程度の規模は 確保すべきであ る。 このような能力をもつ 人材を公正 

性 に留意しながら 選ぶ方法としては、 前述の コ ・ノミネーション 法などの推薦方式が 有用であ る。 また、 公募方式 ( 自薦 ) の当否に 

ついては 1 つの論点であ り、 それを採用した 場合には利益団体等の 圧力が増すなどの 懸念があ るが、 討議はファシリテータ とル 

一ル によりコントロールされた 状態 で 行 う ので混乱は少ないと 考えられる。 また、 関心・参加意欲のあ る市民を最初から 排除する 

ことはこうしたプロセスの 妥当性を脅かし、 理解・協力を 減退させる要因になりことに 留意すべきであ る。 一部公募方式を 採用す 

るなど、 参加へのチャネルを 開いておくことが 望ましい。 いずれにせよ、 事前に選定基準を 明確にしておくことが 不可欠であ る。 

Futur と同様、 将来を担 う 若年層を統計的な 構成よりも多めに 参加させるといった 選定基準も考えられる。 また、 選定にあ たって 

は、 設置・運営者との 独立性を確保するために 専門コンサルタントに 公募市民の選定を 委託するなどの 仕組みもあ るだろう。 

1 つの可能性としては、 先に述べたような 能力をもっ人材中心で 編成されるグループの 他に、 牛刀企業経営者や 主夫・主婦、 

NPC@ 、 学生といった 多様な背景をもった 参加者で構成されるグルーブを 別に設けることも 考えられる。 特にこの段階の 初期にお 

いては、 インプ、 ソト される情報の 量は多ければ 多いほどよい。 

なお、 国 レベルで行 う 場合、 参加者の地域性に 配慮する 必 、 要があ るが、 同様のプロセスを 全国各地で行 う といったことも 可能 

であ る。 ちなみに Futur の場合、 ベルリンとフランクフルトの 2 ケ 所で行われている。 なお、 将来社会の横断的な 需要選択に係るも 

のであ るので、 ょ ㈱ 或ャ 生の比重はⅡ 心 いと考えられる。 

支援情報の活用性をどれほど 重視するかは、 プロバラムの 前提による。 共通して必要とされる 支援情報のタイプについては、 

前述の通りであ る。 
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Ⅱ．「主要課題の 選定及び取り 組み方策の提起，策定」段階 

政策方向に焦点をあ わせて妥当性を 高める段階であ る。 具体的には、 需要を政策的な 課題にまで翻訳・ 編集するという 作業 

な 行っていくのであ るが、 政策化のためにはニーズからの 発想だけでは 実現不可能であ り、 科学技術の実現可能性、 社会シス 

テム の変革、 政策のイノベーション 等を併せて考慮しなければならない。 こうした作業に 適合する参加者は、 1 段階で求められ 

る 人材とは性格の 異なるものであ る。 

なお、 こうした取り 組みには不確実性が 伴うため、 絶えず需要動向等のモニタリンバを 行い、 その結果を次のサイクルに 適用 

するなどの仕組みが 不可欠であ る。 議論の途上においても、 想定するニーズ や 取り組み方策をめぐって 価値や利害の 対立が先 

鈍化しそうな 場合、 別途参加型テクノロジー・アセスメントを 行うなどの工夫も 考えられる。 

この段階に関して、 社会実験で行われなかったプロセスのうちもっとも 重要なものは、 Futur では 2 回行われたテーマの 選択で 

あ る。 その際に採用する 方法については 1 つの論点であ ろうが、 基本的には、 Futur で行われたよさに、 参加者による 投票やより 

投票権 をもつ対象を 広げたオンラインによる 投票などの結果をもとにルールに 従って決定するボトムアップ 型と、 最終的には政 

治的な判断による 追加を許すようなトップダウン 型の融合した 意思決定を行うことも 1 つの考え方であ る。 投票結果とは 異なる 判 

断を政治的に 行 う 場合、 判断の根拠を 明確に提示、 公開する必要があ ることに留意すべきであ る。 

また、 全国各地でタウンミーティンバなどを 行い、 内容についての 十分な公開と 説明、 質疑応答や議論を 行った ぅ えで投票にか 

ける、 といったことも 有効であ ろう。 こうした試みは 手続きの正当性を 高めるだけではなく、 Foresight の場合がそうであ ったよ う に 、 

国民の理解・ 関心の醸成につががり、 社会的なネットワーク 形成に寄与する 可能性が高い。 

なお、 投票の様式は、 候補数と採択数の 関係、 序列に意味を 持たせるか否か ( 持たせない場合には 戦略的投票などが 検討に 

値する ) によって定めるべきであ る。 

Ⅲ．「政策 ィ Ⅰ段階 
社会実験から 直接導き出されるインプリケーションではないが、 この種の政策が 総合性、 戦略性といった 性格をもつことを 考慮 

すると、 総合科学技術会議のような 設置主体の下で、 運営を委託して 展開していくことが 望ましい。 こうしたプロバラムの 運営は 、 

それ自体が高度な 社会技術を要するものであ るからであ る。 運営に必要な 知識やスキル、 経験といったものはあ る 1 主体がその 

すべてを持ち 合わせているわけではなく、 そのため、 運営を支える 専門性のタイブに 応じて最適なコンソーシアを 組むことが 典 

型 的な運営体制であ る。 こうしたコンソーシアの 編成は、 プロバラムの 編成によって 変わるものであ るが、 あ らゆる編成に 共通し 

て求められる 専門性のタイプとしては、 運営支援のための ICT システムの構築、 未来学文献や 諸分析を基にした 情報生産、 ファ 

シ リテータなどの 研修や人材配置などが 挙げられる。 

以上、 社会実験からのインプリケージョンをもとに、 我が国においてこうした 未来需要ダイアロバ・プロバラムを 実施、 定着させる 

ための諸条件を 検討してきたが、 一定の実現可能性を 示すことができたよさに   思われる。 今後更に試行を 重ねることで 知見を高 

め、 改善していくことが 望まれる。 

なお、 未来需要ダイアロバの 詳細な設計や 運用の条件等は、 それが適用される 目的や対象、 コンテクストなどによって 多様な 

形態をとりうる。 また、 科学技術政策に 限らず、 たとえば地域の 総合計画の策定や 企業における 戦略策定といった 場面での利用 

も 可能であ り、 需要側からのアプローチとして 高い汎用性をもっことを 最後に強調しておきたい。 
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